
◆分野シート◆

１

◆分野の展望

生活産業の活性化・雇用就労と商工農業の振興 （産業振興・雇用就労）　

自然と調和した快適な生活環境の確保 （　環境保全　）　　

◆市役所の使命　

市民の生活が地域で支えられる、活力ある地域づくりを重点戦略と位置づけ、地域の防犯・
防災力の向上や、市民の日常生活を支える生活産業の振興に力を入れる。また市民の安心・
安全な暮らしを、責任をもって守るため、危機管理や消防・救急体制を充実させる。快適・
便利な暮らしを実現するため、質の高い窓口サービスや生活相談を提供する。市役所が率先
して、環境に配慮した市民生活や地域活動を推進する。

柱８

柱７

（消防・救急）　　

市民の生活産業などが活性化し、地域に雇用の場が確保され、活力あふれ
る、住みやすいまちとなっている。

分野

全体

柱１ 防犯・防災力の高い地域づくり

分野名 安心安全、環境、産業、消防分野

市民がいきいきと働き、地域が活力にあふれ、市民は安心・安全、快適・便利に暮らしてい
る。

（地域防犯・防災）　
犯罪や事故が少なく、災害への備えのある、安心・安全な地域社会になって
いる。

柱５

市民が困らずに、不安を感じずに、快適・便利に日常生活を送っている。

柱４

火災や事故、災害などの発生や被害が最小限に食い止められている。

柱３ 快適で便利な日常生活の確保 （市民生活）　　

柱２ 消防・救急体制の充実

地域全体でごみ減量の取り組みが進められ、適切な処理が行われている。

公害が少なく、自然が保全され、環境に配慮した市民生活や地域活動が営ま
れている。

柱６ ごみの減量と適切な処理の推進 （ごみ減量・処理）　



柱 １

◆背景　（展望設定の背景にある現状・課題や社会潮流・ニーズ）

ア．

イ．

ウ．

※裏づけデータ

◆展望　（１０年後の地域・市民のすがた）

ア．

イ．

◆市役所の使命

地域の防犯・防災力を向上させるための意識啓発、組織や人の育成、活動支援を行う。また、交通事
故を減らすため、戦略的・計画的な交通安全施設の整備を行う。

「自分たちの地域は自分たちで守る」という自助・共助の意識が定着し、地域全体での支え合いの仕
組みが構築され、災害への備えや市役所、市民、自治会等が連携して防犯活動及び交通安全対策が行
われている。

その結果、災害に対する不安が軽減され、犯罪や事故も少なくなり、市民が安心・安全に暮らしてい
る。

柱名 防犯・防災力の高い地域づくり（地域防犯・防災）

コミュニティの弱体化に伴い、地域の防犯・防災機能が低下し、生活を脅かす危険や不安が増えてい
る。

総務課

意向
調査

意向
調査

約21％（Ｈ１８） 意向調査

江南市においても、刑法犯罪や人身事故の発生件数は、この１０年間で急激に増加してきた（データ
あり）。またこの地域では、東海地震や東南海地震の発生も予想されている。他方で、市民の災害へ
の備えや、地域ぐるみの防犯・防災体制は十分に整っているとはいえない（データあり）。

犯罪や災害から市民を守るために、市役所だけの取り組みには限界がある。安心・安全な市民生活を
確保するために、市役所と市民が協力して地域の防犯・防災力を強化することが求められている。

データ名 概要 所在出所

地域防犯が十分な状態であると考える市
民の割合は約27％

約27％（Ｈ１８）

地域防災が十分な状態であると考える市
民の割合は約21％

日ごろから家庭で災害への備えができて
いると考える市民の割合

約14％（Ｈ１８）

江南警察署 総務課

人身事故発生件数（江南警察署管内）
４９８件（Ｈ８）⇒７０６件（Ｈ１７）　１０年間で約１．４倍に増
加。人口１万人当りの発生件数は全国平均より高い。

刑法犯罪発生件数（江南警察署管内）
１，２６４件（Ｈ８）⇒２，３６１件（Ｈ１７）　１０年間で約１．９
倍に増加。

意向
調査

江南警察署

意向調査

意向調査



柱 2

◆背景　（展望設定の背景にある現状・課題や社会潮流・ニーズ）

ア．

イ．

ウ．

※裏づけデータ

◆展望　（１０年後の地域・市民のすがた）

ア．

イ．

◆市役所の使命

意向調査

意向
調査

意向
調査

江南市消防本部

江南市消防本部

江南市消防本部

応急手当受講者数
２，５３８名（Ｈ８より普及活動）⇒４,１６０名（Ｈ１７）参加者
約１.６倍に増加。

江南市消防本部
消防
年報

火災発生件数
年により変化しているが過去１０年間の平均では人口１万
人当たり５.２件であり、全国平均の４.８件より高い。

救急出動件数
１，８２２件（Ｈ７）⇒３，５５７件（Ｈ１７）１０年間で約２倍に増
加。

高齢者搬送人員
６１３人（H７）⇒１，６６１人（H１７）１０年間で約２.７倍に増
加。

消防･救急体制の充実が今後重要と考え
る市民の割合は約８７％

消防･救急体制が充実していると考える市
民の割合は約４２％

約８７％（H１８）

江南市においても、救急出動件数は１０年間で急増しており（データあり）、中でも高齢者の救急需
要が増加しており(データーあり）、救命率向上のための応急手当講習の参加（データーあり）が増え
ている。
火災(データーあり）等災害の発生も予想される中、防火意識、また災害に対する認識は向上している
が、まだ十分とはいえない。

救急・救助や火災等災害に対し、迅速かつ的確に対応し、被害を最小限に止め市民の生命財産を守る
ことが求められている。

データ名 概要 所在出所

消防・救急体制の充実（消防・救急）

高齢化社会に伴って救急・救助出動の増加、また火災や風水害、地震等による大規模災害の発生が予
測され、市民の生活を脅かす不安が増加している。

消防
年報

消防
年報

消防
年報

約４２％（H１８） 意向調査

災害のない安心で安全なまちづくりのため、消防体制・消防施設の充実強化や市民等への防火意識の
啓発を行う。また、災害を最小限にくい止めるための消防活動体制を確保し、市民の生命・財産を守
る。

市民は応急手当講習・防災訓練に積極的に参加することで適切な応急処置及び防火意識の高揚が図ら
れ、火災等災害発生時の備えが十分に行われている。

その結果、救命率も向上し、また火災等災害に対する不安が軽減され市民が安心して暮らしている。



柱 ３

◆背景　（展望設定の背景にある現状・課題や社会潮流・ニーズ）

ア．

イ．

ウ．

※裏づけデータ

◆展望　（１０年後の地域・市民のすがた）

ア．

イ．

◆市役所の使命

柱名 快適で便利な日常生活の確保(市民生活)

少子高齢化が進むとともに、核家族化も進行する。近年の情報通信技術等の著しい発展により、市民
生活の利便性は向上しているが、一方では、悪徳商法、架空請求振り込め詐欺といった消費生活に関
する問題が発生している。また、外国人住民の増加などにより、窓口サービスの利便性の向上や新た
な機能への対応が求められている。

消費生活の問題、被害を早期解決にあたるため、市民相談室を常設、また、専門的知識を持った相談
員による法律相談等を開設しているがまだ十分とはいえない。また、外国人登録者数や戸籍謄抄本、
住民票等交付件数が増加傾向にあるが、早くて便利な窓口サービスを十分に提供できているとはいえ
ない。公共交通網の一環として市独自で、いこまいＣＡＲを運行しているが、まだ空白地域がある。

消費生活に関する被害から市民を守るために、相談窓口及び市民への教育・啓発活動の充実が求めら
れている。窓口サービスの利便を向上するため、効率的なサービス提供手法を検討する。公共交通シ
ステムである、いこまいＣＡＲによる空白地域の解消が求められている。

データ名 概要 出所 所在

市民相談件数
相談件数　Ｈ７年度　５３２件、　Ｈ17年度　１，３９９件
10年間に２．６倍

市民課
所有

日曜市役所利用状況(平成１７年度)
来客数　６４６名
戸籍謄本、住民票、印鑑証明書等交付件数　１．０２２件

　
市民課
所有

戸籍住民票事件表
戸籍謄本、住民票、印鑑証明書等交付件数
平成１６年度　１９２，４８０件、平成１７年度　２４１，２７２
件

市民課
所有

外国人登録者数
平成１６年度　１，３２０人　　　　各年度末現在
平成１７年度　１，４５４

市民課
所有

いこまいＣＡＲ
１６年度利用人数　５２，０１７人
１７年度利用人数　５０，９６４人

総務課
所有

総合窓口化や自動交付機訪の設置し、早くて便利な窓口サービスが提供されている。
市民が消費生活に関する講座・相談などに積極的に参加することにより、知識が増加している。市民
の足の確保により外出の機会が増加する。

その結果、市民が安心して、不安や不満なく窓口サービスを活用することができる。また、消費生活
に関する問題や被害が少なくなり市民が安心して暮らしている。

専門的な知識を持った行政・法律相談員、消費者団体などの知識を活用するとともに消費生活に関す
る問題や被害防止するための啓発活動を行う。窓口サービスの効率化と顧客満足度の向上を目指し、
庁舎増改築時の総合窓口化(ワンストップサービス)、休日等でも発行できる窓口体制等を強化、外国
語を話せる人材の配置を行う。いこまいＣＡＲの空白区域への運行拡大を図る。



柱 ４

◆背景　（展望設定の背景にある現状・課題や社会潮流・ニーズ）

ア．

イ．

ウ．

※裏づけデータ

◆展望　（１０年後の地域・市民のすがた）

ア．

イ．

◆市役所の使命

柱名 生活産業の活性化・雇用就労と商工農業の振興

グローバリゼーション、情報化の進展により、産業構造は第一次、第二次産業が衰退しサービス業が増加してき
ている。またライフスタイルの多様化により、中心市街地の商業集積が空洞化し、コミュニティビジネスの気運
が広がっている。女性の社会進出の増加や非正社員の増加により、若年者、中高年齢者への就業支援が高まって
きている。農業従事者の高齢化や担い手不足により、遊休農地、耕作放棄地が増加し、景観や生活環境が悪化し
ている。また、観光ニーズの多様化により、新たな地域資源開発が求められている。

江南市においても、商業は、中心市街地の商店街の購買力が低下し、空き店舗等の空洞化が起きている。工業
は、第二次産業である製造業が減少傾向にあり、地場産業のインテリア織物も購買力の増加に至っていない。新
たな産業としてのコミュニティビジネスやベンチャー起業への支援施策が不十分である。雇用は、特に若年者、
中高齢者の就労対策のニーズ増加が想定される。農業は、高齢化や担い手不足により、農家数が減少して、耕作
放棄地が増加し、農業用施設も老朽化して、漏水箇所が増えている。また、観光は観光資源のネットワーク化を
関係機関と連携し振興を図る必要がある。

地域が活気あるまちとなるよう、地域産業の振興、商店街の活性化、コミュニティビジネスの創設やベンチャー
の起業支援をすることが求められている。また、雇用就労については関係機関との連携を密にし、雇用情報の提
供などをサポートしていくことが求められている。遊休農地や耕作放棄地の増加に対して、耕作の再開や認定農
業者を育成し、農地の利用集積を図ることが求められている。観光情報発信を整備して、多様な観光資源を発掘
できるよう体制を整える。

データ名 概要 出所 所在
商店街活性化が十分な状態であると考え
る市民の割合

約22％（H17） 意向調査 意向調査

事業所の業況判断の割合（売上DI値） 17年度調査対象　3,670件　回答1,039件　回収率28％ 景況調査
産業観光
課所有

職業紹介による就職者数
１２３人（Ｈ１２年度）→２３６人（Ｈ１７年度）　５年間で約２倍
に増加

江南パートバンク
産業観光
課所有

地域に雇用の場が確保され、十分な状態
であると考える市民の割合

約７％（Ｈ１７） 意向調査 意向調査

耕作放棄地 平成１２年　４２ｈａ 農林業センサス
産業観光
課所有

観光の振興が十分な状態であると考える
市民の割合

約27％（H17） 意向調査 意向調査

地域における産業が活性化し、雇用の場も確保されて、市民が安定した生活を送っている。地域に認
定農業者が増えて、耕作が積極的に行われ、耕作されない農地についても、花の植栽で地域の景観が
向上している。また、観光ルートが整備され、魅力あふれる地域社会が形成されている。

市民の生活産業などが活性化し、地域に雇用の場が確保され、活力あふれる、住みやすいまちとなっ
ている。

地域が活力あるまちに発展するよう、地域産業の振興、商工業者への支援、コミュニティビジネスや
ベンチャーの起業支援、商店街の活性化支援などを積極的に推進する。雇用就労は、関係機関と連携
を図り、就労場所の確保を前提とした情報提供の啓発などを推進する。農地保全に対する意識向上を
図るための啓発や認定農業者育成のための支援を行う。また、観光資源を活用したイベントを開催
し、観光PRと観光客の誘致を図る。

観光来客数 平成１７年度江南市への来客924,000人
江南市観光協会調

査
産業観光
課所有



柱 ５

◆背景　（展望設定の背景にある現状・課題や社会潮流・ニーズ）

ア．

イ．

ウ．

※裏づけデータ

◆展望　（１０年後の地域・市民のすがた）

ア．

イ．

◆市役所の使命

市民の省エネ・省資源の意識向上に向け啓発、活動支援を積極的に行い、循環型社会の構築を推進す
る。また、事業者、ＮＰＯ等との協働で、省エネ、省資源、自然環境保全などの幅広い取り組みを一
層進める。また生活環境保全についても積極的な啓発、パトロールを実施し、適切迅速な対応により
早期解決に努め、環境保全を推進する。

快適でうるおいのある生活環境づくりに市民一人ひとりの意識が高まり、公害苦情の少ない生活環境
のまちづくりが積極的に推進される。また、地球温暖化防止においても、クリーンエネルギーの導入
が進み、さらに、導入普及が進み、また、市民の省エネ、省資源への意識が向上し、環境保全がされ
ている。

その結果、公害・苦情の少ない快適で豊かな生活環境が保全され、市民が安心して暮らしている。

江南市環境家計簿による二酸化炭素（炭
素換算）の排出量

プロパンガス、ガソリン、灯油の消費が増えている。また野
焼きも依然として行われている。

環境課
環境課
所　 有

公害防止協定締結事業所の水質・大気調
査結果

事業者からの報告結果 環境課
環境課
所　 有

河川水質調査結果
毎年数箇所で、ＢＯＤが環境目標を達成できていない箇所
がある。

環境課
環境課
所　 有

公害苦情統計
年度別集計表、生活環境苦情が増えている。
雑草の除去　　 H15　71件　H16　 105件　H17　124件
屋外燃焼行為　H15　46件　H16　　79件　H17  　64件

環境課
環境課
所　 有

太陽光発電システム設置費補助件数
平成１６年度　１１件　→　平成１７年度　２８件と増加して
いる。

環境課
環境課
所　 有

地球温暖化防止については、地球規模の問題であり、市が独自にできることは限られているが、市民
一人ひとりが環境への加害者・被害者であることを自覚する必要がある。省エネ、省資源、自然環境
保全などでは、市民・事業者、行政が協動による幅広い取り組みが求められている。

データ名 概要 出所 所在

柱名 自然と調和した、快適な生活環境の確保

京都議定書の発効により、温室効果ガスの削減が急務となっている。また、循環型社会の構築が必要
とされているが、社会経済の中で大量生産、大量消費、大量廃棄が依然として存在しており、廃棄物
の不法投棄などが社会的問題になっている。

江南市においては、市民一人ひとりの地球温暖化防止への意識が低く、また、生活環境苦情が多種・
多様化している中で、雑草除去苦情の増加、また、屋外燃焼行為苦情についても依然として寄せられ
ており、この処理の迅速な対応への整備が十分に整っていない。



柱 ６

◆背景　（展望設定の背景にある現状・課題や社会潮流・ニーズ）

ア．

イ．

ウ．

※裏づけデータ

◆展望　（１０年後の地域・市民のすがた）

ア．

イ．

◆市役所の使命

柱名 ごみ減量と適切な処理の推進

循環型社会形成の実現のため、廃棄物の発生抑制、再利用、再生利用に向け市の役割が増大してきて
いる。また、排出されたごみについては、適正な収集、運搬、処分を行い、ごみ減量を取り入れた生
活環境づくりが求められている。

市では、県下でもいち早くごみ減量対策に取り組んでいるため、リサイクル率は全国的に見ても高い
水準で維持しており、１人１日当たりのごみの排出量は他市町と比較して低いが、ここ数年は増加傾
向にある。また、江南丹羽環境管理組合の焼却施設が老朽化しているため、広域化による焼却施設の
建設が求められている。

ごみに対する意識改革を提起することにより、市民・事業所・行政が協働で、ごみ減量に取り組んで
いくことが求められている。

データ名 概要 出所 所在

減量化目標（可燃ごみ排出量）
資源化目標（リサイクル率）

減量化目標
　家庭系ごみ（1人1日当たり）　10年後には2％削減
　事業系ごみ（1事業所1年当たり）　10年後には5％削減
資源化目標
　10年後には36％に向上

江南市ごみ処理基本
計画

環境課
所有

減量化目標（可燃ごみ排出量）
資源化目標（リサイクル率）

減量化目標
　家庭系ごみ（1人1日当たり）　10年後には2％削減（江南
市）、3％削減（大口町）、3％削減（扶桑町）
　事業系ごみ（1事業所1年当たり）　10年後には5％削減
（江南市）、10％削減（大口町）、10％削減（扶桑町）
資源化目標
　10年後には36％に向上（江南市）、35％（大口町）、36％
（扶桑町）

江南丹羽環境管理
組合ごみ処理基本計

画

環境課
所有

ごみの排出目標量（年間）
全体　Ｈ17　30,022ｔ、Ｈ18　30,105ｔ、Ｈ19　30,193ｔ
環境美化センター搬入分　Ｈ17　22,099ｔ、Ｈ18　22,149ｔ、Ｈ
19　22,203ｔ

江南市ごみ減量アク
ションプラン

環境課
所有

容器包装廃棄物の排出量（年間） Ｈ18　9,612ｔ、Ｈ19　9,649ｔ、Ｈ20　9,687ｔ
江南市分別収集計

画
環境課
所有

循環型社会形成の意識が定着し、ごみ減量「５７運動」が市民・事業所・行政の協働で、地域全体に
より取り組まれている。

その結果、市民１人当たりのごみ量が減少し、廃棄物の発生抑制、再利用、再生利用が行われること
により、ごみ減量を取入れた生活環境が実現し、市民が安心して暮らしている。

地域のごみ減量を推進するための意識啓発、組織や人の育成、活動支援を行い、適正な分別リサイク
ルを行う。また、し尿処理施設、火葬施設、ごみ焼却場については、適正な運営に努める。

平成16年度愛知県のごみ排出量、リサイ
クル率

総排出量　2,678,000ｔ
1人1日当たり排出量　1,025ｇ
リサイクル率　21.1％

廃棄物処理事業実
態調査

環境課
所有



柱 １

◆成果目標と役割分担

(Ｈ　　)

全－３

(Ｈ　　)

現状値設定後に設定。
重点戦略であるため上向きを
目指す。

現状値：H19年度
市民満足度の現
状値把握アン
ケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ　　)

全－２

市民の安心度を総合的に測る指
標。

全－１
犯罪や災害への不安が
少ないと感じる市民の
割合

％

不明

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

柱名 防犯・防災力の高い地域づくり（地域防犯・防災）

全体目標 犯罪や災害への不安が少なく市民が安心・安全に暮らしている



・市民一人ひとりが、犯罪発生の危険箇所を発見し、予防するとともに、その情報を市役所に伝え、防犯対策を共に考える【個人・家庭・自治会】

・地域安全パトロール隊の運営が厳しい状況にあることから、財政的支援、物的支援を通じて、地域安全パトロール隊の永続的な活動をサポートする。

・各家庭において、非常用持出品等の準備や防災についての話し合いなど災害への備えを行うとともに災害情報の入手に努める【個人・家庭】
・各自主防災会は、日頃から地域における災害時危険箇所の把握に努める【自治会等】
・各自主防災会は、発災時に実効性ある対応を可能とするため、自主防災会が主体となった地域の実情に合った防災訓練を積極的に行う【自治会等】
・各自主防災会や企業等は、自主防災リーダーや防災ボランティアを育成する【自治会等・企業等】

・災害に関する知識や情報を、既存の手段以外に多様な手段により提供し、市民の防災意識を高める
・自主防災会が自主的に防災訓練を実施し、地域の実情に合った防災力を確保できるよう、様々なアドバイスを行うとともに自主防災会の運営を支援する
・防災ボランティアコーディネーターを育成する

市役所
の役割

(Ｈ　　)

市　民
の役割

２－３

地域の防犯体制がどの程度整っ
ているのかを測定するもの。地
域安全パトロール実施区・町数
/全区・町数(古知野区29町)布
袋区(21町)で計算

10年後には、全区・町で取り
組みが展開されることをめざ
す。

総務課でデータ
保管

(Ｈ１７)

県において、この10年間で倍
増したので、今後の10年間で
10年前の水準で数値（H9)に
戻す事を目標に戦略計画を実
施するため江南市においても
年間100件の削減をめざす。

江南警察署犯罪
統計

(Ｈ１７)

２－２
地域安全パトロール実
施率

％

63

80 90 100

1,860 1,560 1,160
犯罪が減っているかどうか発生
件数で直接測定するもの。

２－１ 年間犯罪発生件数 件

2,361

目標値 説明 目標設定根拠 データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

市役所
の役割

個別目標② 地域の防犯体制が整い、犯罪が減っている

(Ｈ　　)

市　民
の役割

１－３

自主防災会で防災用資機材の購
入等をした場合の助成制度を実
施しているが、組織の防災意識
度を測定するもの。
申請した自主防災会数/全自主
防災会数。

災害発生時には極めて重要な
役割を果たす自主防災会の防
災力増強を目指す。

現状値：H17年度
決算数値
その後：毎年度
の決算数値

(Ｈ17)

意向調査では非常時の備えが
「十分」及び「一応十分」の
割合は14.3％にとどまり、今
後の重要度も上位となってい
るため現状値の２倍を目指し
啓発に取り組む。

現状値：H18年度
市民意向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査(Ｈ18)

１－２
自主防災組織資機材助
成の申請率

％

76.5

90.0 95.0 100.0

20.0 25.0 28.6
家庭での災害への備えが防災の
基本であるため、防災意識の状
況を測定するもの。

１－１
食料や非常持ち出し品
などを準備している市
民の割合

％

14.3

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標① 災害への備えが行われている



・正確な情報を収集し、警報等により全市民に伝達し、速やかに避難誘導が出来る体制作りをする。
・避難及び救援に伴い、これらのための物資及び資材を備蓄及び整備をする。
・武力攻撃災害における生活関連等施設の安全確保のため必要な措置をする。

・市役所の情報を正確に知り、警報等発令に伴い速やかに避難できるよう、平常時から備えておく。【個人・家庭】
・避難に伴い、自らの非常持出品の準備及び備蓄をする。【個人・家庭】
・高齢者、障害者等は自分だけで避難する事が困難なため、地域住民が協力しあって、避難する。【個人・家庭】【自治会等】

・市民一人ひとりが、交通事故危険箇所を発見し、予防すると共に、市役所にその情報を伝える【個人・家庭・自治会等】

・交通事故危険箇所について十分に分析を行い、危険度の高い順に、道路照明灯や反射鏡などの交通安全施設を設置する。
・交通事故危険箇所や交通マナーの周知を徹底し、交通安全の意識啓発を行う。

データ取得方法

現状値が把握できないため、
把握後に設定し、市民が直接
的に影響を受ける戦略なの
で、上向きの状態をめざす。

テロ等の武力攻撃等及び感染症
等の緊急事態における市民の保
護のための対策に安心を感じて
いる満足度を総合的に測定す
る。

４－１

市民の保護等危機管理
体制に基づく対策によ
り市民が安心して暮ら
せると感じる割合

単位
現状値
（年度）

目標値 説明

％

市　民
の役割

指標
コード

指標
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

市役所
の役割

個別目標④

現状値：H19年度
市民満足度の現
状値把握アン
ケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ　　)

↗

市役所
の役割

(Ｈ　　)

市　民
の役割

４－３

４－２

不明

目標設定根拠

↗ ↗

有事における対策を策定する事によって市民の安全が確保されている

(Ｈ　　)

３－３

(Ｈ　　)

この10年間で1.4倍に増加し
たので、今後の10年間で10年
前の水準である500件（H8)に
戻す事を目標とする。

江南警察署交通
事故統計

(Ｈ１７)

３－２

640 580 500
交通事故が減っているかどうか
を発生件数で直接測定するも
の。

３－１ 年間交通事故発生件数 件数

706

目標値 説明 目標設定根拠 データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標③ 交通事故が減っている



柱 2

◆成果目標と役割分担

(Ｈ　　)

全－３

(Ｈ　　)

消防や救急体制に対する満足
度は、自然災害対策に対する
満足度以上であるが、更に
60％以上の住民が満足するよ
う目指す。

現状値：H18年度
市民意向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査(Ｈ18)

45.0

全－２

50.0 60.0
市民の消防や救急等に対する安
心度を総合的に測る指標。

全－１

火事や事故などの災害
発生時には、迅速に消
火・救急・救助活動が
行われ、安心して暮ら
していると感じる市民
の割合

%

42.1

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

柱名 消防・救急体制の充実（消防・救急）

全体目標 防火・消防体制が整備され安心して暮らしている



・消防団（水防団）は、自分たちの地域は自分たちで守るという精神に基づいて活躍し、地域に密着した組織であり、災害が発生した場合の重要性を理解
し、団員確保に協力する。【自治会等】
・市民は、救急車の利用方法を正しく理解し、節度を持って利用する。【個人・家庭】

・消防団（水防団）は地域の安心・安全を守る組織として消防防災の重要な役割を果たしており、無くてはならない組織であることを啓発し、地域住民及
び事業所の理解と協力を得るための取り組みを行い、消防団（水防団）の活動を支える。
・消防水利の基準に定める整備水準を満たすよう、消防水利の整備を進める。
・出動部隊であることを認識し、出動に備え救急隊員の技術・知識の高度化を進める。

・建物管理者は、法令に基づき防火管理者を定めるとともに積極的に防火管理者を防火管理講習会に参加させる。【企業等】
・家庭や地域等は、住宅用火災警報器の設置など火災予防に取り組む。【個人・家庭・自治会等】

・防火管理講習会の開催回数を充実させる。
・住宅用火災警報器設置について積極的に啓発を行う。
・危険物取扱事業者に対して指導を徹底する。

市役所
の役割

現状値取得後に設定。義務化
された内容のため上向きを目
指す。

現状値：H19年度
市民満足度の現
状値把握アン
ケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ　　)

市　民
の役割

消防法及び火災予防条例の改正
に伴い、平成20年5月31日まで
に既存住宅に住宅用火災警報器
の設置が必要となったため、家
庭における防火意識をその設置
率で測定するもの。
設置済戸数/総住宅戸数

２－３
住宅用火災警報器の設
置率

％

不明

危険物施設は発災時には大火災
につながる恐れがあり、厳格な
施設管理が求められるため、そ
の施設の管理度を測定するも
の。
改善指示施設数/立入検査施設
数

事業所の改善経費の問題があ
るものの、改善指示は無いの
が理想であり、目標達成を目
指し指導する。

予防防災課

(Ｈ18)

防火管理対象物の増減はある
ものの、全国平均（74.6％、
平成１７年3月31日現在・平
成18年消防白書）の選任率を
目指し指導する。

江南市消防年報

(Ｈ17)

２－２
危険物施設の立入検査
改善施設指示率

％

24.9

20.0 15.0 0.0

70.0 72.0 74.6

防火管理者の選任は、事業所に
おける防火管理体制の基本であ
るため、管理権原者の防火意識
度を測定するもの。
防火管理者選任済数/防火管理
者選任義務対象物数

２－１ 防火管理者の選任率 ％

66.5

目標値 説明 目標設定根拠 データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

市役所
の役割

個別目標② 防火対象物や危険物施設等の安全対策指導の徹底により安心して暮らしている

保有する救急車４台のうち高
規格救急車３台に必要な救急
救命士15名及び応急手当の普
及活動専門員１名を配置する
ことで救命率向上につなが
る。

江南市消防年報

(Ｈ17)

市　民
の役割

16 16 16
高度な知識、技術を持った救急
救命士の配置数を測定するも
の。

１－３ 救急救命士有資格者数 人

13

国が定めた「消防水利の基準」
に基づき、消防水利の整備率を
測定するもの。
消防水利数/消防水利の基準数

火災発生時に迅速に対応する
ため、多くの消防水利を確保
する必要があることから、毎
年一定数の消防水利の整備を
進める。

江南市消防年報

(Ｈ18)

大規模な災害が発生した場合
には常備消防のみで対応する
ことは困難であるため、地域
に密着した消防団員（水防団
員）の活躍が必要であること
から100％の維持を目指す。

江南市消防年報

(Ｈ18)

１－２ 消防水利の整備率 ％

82.2

84.1 85.5 87.4

100.0 100.0 100.0

災害が発生した場合には、大き
な力を発揮する消防団員（水防
団員）が定数に対し充足してい
るかどうかを測定するもの。
団員数/定数

１－１
消防団員（水防団員）
の充足率 ％

100.0

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標① 消防体制が充実している



市　民
の役割

・市民は積極的に応急手当の技術を身につけ、急病・けが人が発生した時は、迅速に通報し、適切な応急手当や傷病者の保護等を行う。【個人・家庭】
・市民は火災発生時には初期消火活動や救命・救護活動を行い、地域住民でお互いに助け合う。【個人・家庭】
・市民は火の取り扱いに注意し、消火器、水バケツ等の初期消火器具を備え、取り扱いを熟知しておく。【個人・家庭】
・市民は火災発生時に迅速・的確に通報する。【個人・家庭】

・地域住民に対し、救急対応能力を強化する啓発、支援を行う。
・薬剤投与、気道確保等ができる救急救命士を育成し、救命率向上を目指す。
・火災活動に備えて技術、知識の高度化を図るとともに、消防施設、人員、消防水利、機械器具等の点検整備を進める。
・通信指令の迅速化を図るとともに、地水利調査を行い道路状況を把握する。

市役所
の役割

通信指令の迅速化や地理・水
利の調査回数を増やすことに
より、現場到着の所要時間の
短縮を目指す。（江南市救急
現場到着平均時間6.6分）

消防署

(Ｈ17 )

7.3 7.1 6.9
火災の覚知から現場到着までの
平均所要時間を測定するもの。

３－３ 火災現場到着所要時間 分

7.5

心肺・呼吸停止に対する心拍再
開率を測定するもの。
心拍再開者数/心肺・呼吸停止
者数

薬剤投与、気道確保等ができ
る救急救命士を充実させ、心
拍再開率を上げる。

消防署

(Ｈ17)

救急隊到着までの間に応急処
置を行うことができる住民の
人数の増加が救命率を上げ
る。

江南市消防年報

(Ｈ17)

12.0 15.0 20.0

5,400 6,000 6,800
年間の応急手当講習の受講者数
を測定するもの。

３－２ 心拍再開率 %

7.8

３－１
応急手当講習の受講者
数

人

4,394

目標値 説明 目標設定根拠 データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標③ 救急・救助や火災等災害に対し、迅速・的確に対応することにより、市民が安心して暮らしている。



（柱シートB）

柱 3

◆成果目標と役割分担

(Ｈ　　)

Ｈ２２ Ｈ２５
説明 目標設定根拠 データ取得方法

40 60

(Ｈ　18)

快適で便利な日常生活の確保

市民が日常生活に困ることなく便利に暮らしている。

指標

26.3迅速かつ適切に行政
サービスを受けている
と感じている市民の割
合

％

目標値
単位

現状値
（年度） Ｈ２９

(Ｈ　　)

現状値を設定して、市民が直
接的に感じる戦略なのでＨ２
９には８割の市民が満足して
いると感じることを目標とす
る。

80
市民のサービスに対する感じ方
を測定するもの。

全－１

全－３

現状値：H18年度
市民意向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査

柱名

全－２

指標
コード

全体目標



（柱シートB）

専門的な知識を持った行政・法律相談員、消費者団体などに積極的に相談し、知識を取得する。
  【個人・家庭】

・地域情報センターの総合相談コーナーを活用して、幅広い相談・苦情に対応する。
・市広報、ホームページ等で啓発する。
・消費者として、日常生活に役立つ知識を習得し、自立する消費者になるため、消費生活講座等を開催する。

・市民一人ひとりが、環境保全のためにも積極的に公共交通機関を利用し、交通機関の運用継続に努める。  【個人・家庭】

・公共交通機関の存続のための意識啓発に努める。
・路線バス会社に対して路線の新設及び増発並びにコースの変更を要望する。
・市が推進しているコミュニティータクシー運行事業の空白地域の解消に努める。

市　民
の役割

市役所
の役割

(Ｈ　　)

(Ｈ　　)

１－３ 件

２－２

指標
コード

指標 単位

交通弱者が社会参加で
き楽しい生活をしてい
ると感じる市民の割合

２－１

現状値：H18年度
市民意向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査(Ｈ　18)

交通空白地帯を含め公共交通の
充実度を測るもの

説明 目標設定根拠 データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５

目標値

相談者に相談を
受けた結果をア
ンケートする。

弁護士などに相談して安心感を
得ている人を測定するもの。

(Ｈ　　)

不明

現状値
（年度）

件

不明
消費者相談を受けて、安心し
て買物ができている人数の向
上をめざす。

(Ｈ　　)

(Ｈ17)

延 200人１－１
消費者としての知識を
得る講座を受けている
市民の数

人

延 182人

指標
コード

指標 単位

専門家による相談を受け安心して暮らしている

市役所
の役割

個別目標①

１－２
相談を受けて、悩みご
とが解消した相談件数
(消費者相談)

相談を受けて、悩みご
とが解消した相談件数
(弁護士などの専門家
による相談)

市　民
の役割

延 220人

２－３

Ｈ２９

延 240人

目標値
説明

Ｈ２２ Ｈ２５

市民が消費者講座を受けて消費
者としての知識を得ている人を
測定するもの。

目標設定根拠 データ取得方法

相談者に相談を
受けた結果をア
ンケートする。

消費者相談をして、安心感を
もって買物ができている人を測
定するもの。

弁護士などの専門家による相
談を受けて、安心して生活す
るため相談件数の向上をめざ
す。

H15年度 延 235人
H16年度 延 242人
(消費者講座を受けて、知識
を得ている人の向上をめざ
す。)

統計資料

今後高齢化が進み交通弱者が
増大するため重点戦略とし、
上向きの状態をめざす。

市民の足が確保できている個別目標②

現状値
（年度） Ｈ２９

％

19.5



（柱シートB）

・届出期間の定めある場合は、その期間を守る。
・各種届出・申請の際には、本人確認ができる身分証明書を持参する。
　【個人・家庭】

・戸籍事務を正確に記録し管理する。
・早く誰もが便利に登録・証明事務に対応できるよう、コンピュータ化を図る。
・休日・夜間でも証明書の発行ができる体制に努める・

(Ｈ　　)

３－３

窓口サービスを迅速に受けてい
ると感じる人を測定するもの。

現状値を測定して、市民が市
役所で受ける中心的となる
サービスであるので上向きと
する。

定期的に市民課
窓口業務改善の
ための窓口利用
者アンケート調
査(Ｈ　　)

H15年度 108件
H16年度 569件(戸籍電算化に
伴い、誤りが判明した件数を
含む。)
・戸籍電算化により一層の正
確性をめざす。

監査資料

(Ｈ  17)

90 75 50 戸籍記録の正確性を測るもの。

３－２
正確で早くて便利な窓
口サービスを受けてい
ると感じる市民の割合

％

不明

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

３－１ 戸籍訂正の件数 件

115件

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標③ 身分等が正確に記録・管理され窓口サービスを迅速に受けている

市　民
の役割

市役所
の役割

目標設定根拠 データ取得方法
目標値

説明



柱 ４

◆成果目標と役割分担

現状地：Ｈ19市
民満足度の、現
状値把握アン
ケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

柱名

全－２

安心して働くことがで
き、より豊かに生活が
送られると感じる市民
の割合

％

不明

指標
コード

全体目標

全－１

全－３

現状値取得後に設定。活力を
生み出す戦略なので上向きを
めざす。

市民の生活満足度を総合的に測
定するもの。

市民の生活充実度を総合的に測
定するもの。

現状値取得後に設定。いきが
いを感じる戦略なので上向き
をめざす。

(Ｈ　　)

生活産業の活性化・雇用就労と商工農業の振興　（産業振興・雇用就労）

市民の生活産業などが活性化し、地域に雇用の場が確保され、活力あふれる、住みよいまちとなっている。

指標

不明
生活産業が活性化し、
住みよいまちと感じる
市民の割合

％

目標値
単位

現状値
（年度） Ｈ２９

現状地：Ｈ19市
民満足度の、現
状値把握アン
ケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ　　)

Ｈ２２ Ｈ２５
説明 目標設定根拠 データ取得方法

(Ｈ　　)



・市内購買を増やし、市内産業に関するイベントや事業に参加する。【個人・家庭】
・魅力ある事業所づくりに努める。【企業等】

(Ｈ　　)

２－３

市　民
の役割

市役所
の役割

・コミュニティビジネスによる地域課題の解決を探る。【個人・家庭】
・コミュニティビジネス事業を展開する。【企業等】
・コミュニティビジネスを活用する。【個人・家庭】
・金融機関が率先してコミュニティビジネスを育てていく。【企業等】

・コミュニティビジネスの創業に対して、情報提供や相談などの支援を積極的に行う。
・コミュニティビジネス市場の活性化支援として、市民へのPRなどを積極的に行う。

市役所
の役割

個別目標② コミュニティビジネスが活発に起業され、地域のニーズに合ったサービスが地域で供給されている。

・関係機関と連携を図り地域企業を育成するための情報交換を積極的に推進する。
・中小規模の商工業者への金融支援を充実する。
・ベンチャー起業者に対し、起業相談や情報提供などの支援を行う。
・企業立地を促進する。

市内事業所景況
調査

(Ｈ17 )

市　民
の役割

-23.0 -19.0 -15.0
商工業者の景気動向を測定する
もの。

事業所の業況判断の割
合（売上DI値）
※DI値・・・景気判断
指数（ディフュージョ
ン・インデックス）

％

-27.8 業種により業況は異なるが、
活動支援することにより、商
工業の活性化をめざす。

Ｈ２２ Ｈ２５
目標設定根拠

現状値
（年度）

億円

データ取得方法
Ｈ２９

25.0 28.0

目標値
説明

商店街の集客力の低下が目立
つが、商店街活動を支援して
微増をめざす。

23.0
商店街の活性化に対する市民意
識を測定するもの。

現状値：市民意
向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査

所

不明

個別目標①

１－２ 商品販売額

製造品出荷額

２－１
コミュニティビジネス
を展開している事業所
数

指標
コード

魅力ある商工業の成長により、活気のある地域社会になっている。

指標 単位

１－１
商店街活性化が十分な
状態であると考える市
民の割合

％

21.8

(Ｈ18  )

商業統計調査

(Ｈ16　)

1,802 1,802 1,802
小売商業の活況さを測定するも
の。

1,802
廃業等が増加しており、現状
維持をめざす。

工業統計調査

(Ｈ16　)

1,498 1,498 1,498
地域工業の活況さを測定するも
の。

1,498

１－３ 億円

データ取得方法説明単位 目標設定根拠

廃業等が増加しており、現状
維持をめざす。

指標
コード

指標

１－４

コミュニティビジネスの活況さ
を測定するもの。

現状値
（年度）

目標値
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

(Ｈ　　)

現状値取得後に設定。活力を
生み出す戦略なので上向きを
めざす。

産業観光課デー
タ保有

(Ｈ　　)

２－２



45 45４－２ 認定農業者数 人

45

(Ｈ17)

市　民
の役割

農業用施設の老朽化の度合いを
測定するもの。

農業用施設の適正な維持管理
により、用水の安定供給をめ
ざす。

産業観光課で
データ保有

45
認定農業者の増加により、農地
への作付けが増加している状態
を測定するもの。

現在、認定農業者は45人であ
るが、認定農業者が高齢化し
ており、現状維持をめざす。

産業観光課で
データ保有

Ｈ２５ Ｈ２９

４－１
畑地かんがい用水等修
理箇所件数

箇所

253

(Ｈ17)

240

個別目標④ 農業用施設が常時利用でき、農業従事者が安心して農業に従事している

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

目標値
説明 目標設定根拠

Ｈ２２

市　民
の役割

市役所
の役割

・関係機関と連携し、雇用情報の提供や勤労者福祉の充実を啓発する。
・若年者や高齢者等の就労対策を実施する。
・すいとぴあ江南が、勤労者のくつろぎとやすらぎの場となるよう、施設利用の充実を図る。

・専門的な知識や技術の習得など、自ら就業のための努力をする。【個人・家庭】
・雇用の場を創出し、地域に密着した企業活動を行う。【企業等】
・良好な就労環境を確保する。【企業等】

データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

個別目標③ 地域に雇用の場が確保され、いきいきと働いている。
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

目標値 説明 目標設定根拠

農地が有効利用されている状態
を測定するもの。

農林業センサス

販売農家が減少傾向にあり、
現状維持をめざす。

農業従事者の高齢化や後継者
不足により、農地の荒廃が進
行している現状を改善し、安
心して生活できる環境づくり
をめざす。

農業生産が活発に行われている
状態を測定するもの。

・地域ごとに農地の利用が図られているか農地パトロールを実施する。【自治会等】
・農地の所有者は、農作物の作付け、花の植栽等、農地が荒廃しないよう有効利用を図る。【個人・家庭】
・農業用施設を適正な方法で、また、適正な用途のために利用する。【個人・家庭】

４－４ JA出荷額

ｈａ４－３ 耕作放棄地の面積

千円

342,000

342,000 342,000

・ＪＡ愛知北と連携を図り、担い手のある農家へ農地の集積を促進する。
・市民の要望に対応し、市民菜園を拡大する。
・農業まつり　市民農産物秋の収穫祭を開催し、江南産農産物をＰＲし、地産地消を推進する。
・新しい担い手の発掘と後継者の育成を図る。
・農業用施設の適正な管理に努め、農業用水の安定供給を確保する。
・用排水路を計画的に整備する。

208

190 170 150

(Ｈ17)

３－１
職業紹介による就職者
数

人

236

(Ｈ17　)

就労機会に関する情報提供の成
果を測定するもの。

この５年間で2倍増となって
おり（H12　123人）、今後
の10年間で情報提供の充実に
より更に２倍増をめざす。

江南パートバン
ク

300 380 470

３－２
地域に雇用の場が確保
され、十分な状態であ
ると考える市民の割合

％

7.2

３－３
すいとぴあ江南利用者
数

人

130,490

意向調査ではわずか７％程度
にとどまっており、連携促進
や支援を進め、10年後には雇
用の場の確保ができていると
考える環境をめざす。

現状値：市民意
向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査(Ｈ18　)

138,000 148,000 158,000

10.0 15.0 20.0
雇用環境に対する市民意識を測
定するもの。

すいとぴあ江南が、勤労者のく
つろぎとやすらぎの場となって
いるかを測定するもの。

産業観光課で
データ保有

(Ｈ17)

342,000

この10年間で利用者数が４割
以上減少しており（H7
236,179人）、５年前の水準
である158,000人に戻すこと
を目標とする。

すいとぴあ江南

(Ｈ17　)

240 240

データ取得方法

市役所
の役割



(Ｈ17　)

市役所
の役割

・新しい地域資源の開発とネットワーク化を図り、関係機関と連携しながら魅力ある観光地づくりを行う。
・市民・企業・行政の連携による観光事業の展開を推進する。
・観光案内標識などを整備する。

・観光資源を大切にし、活用を促進する。【個人・家庭・市民団体】
・積極的にイベントや交流活動に参加または参画する。【個人・家庭・市民団体】
・おもてなしの心を持ち観光客と交流を図る。【個人・家庭・市民団体】

江南市観光協会

５－３
イベントボランティア
参画者数

人 480 500 550

市と市民の協働による事業推進
が地域の活性化に結びつくこと
から、参画状況を測定するも
の。

市民との協働によるイベント
運営が増えることにより、ボ
ランティアへの参画の増加を
めざす。

産業観光課

観光振興による魅力ある地域
づくりをめざし、市民の満足
度を増やすことを目標とす
る。

現状値：市民意
向調査
その後：市全体
の市民満足度調
査

５－２ 観光客数 人 927,000 930,000 935,000
大勢の観光客が訪れることで、
市の魅力と知名度の高まりを測
定するもの。

観光客の減少傾向が続いてお
り、増加に転じることを目標
とする。

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標⑤ 観光資源に親しんで文化性を高め、多くの観光客が訪れて、地域が活性化している。

市　民
の役割

29.0５－１
観光の振興が十分な状
態であると考える市民
の割合

％ 28.0

(Ｈ18  )

30.0
観光事業の充実度に対する市民
意識を測定するもの。

462

924,000

27.3

(Ｈ17　)



柱 ５

◆成果目標と役割分担

現状値：H18市民
満足度の現状値
把握アンケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

柱名

全－２

水質汚濁・騒音・悪臭
など公害のない快適な
生活していると考える
市民の割合

％

51.4

52.6 53.5

指標
コード

全体目標

全－１
現状値よりさらに省エネ、省
資源の環境配慮ライフスタイ
ルの向上をめざす。

55.9
市民が快適で豊かな生活環境を
保全されている安心度の目安と
する

市民が快適で豊かな生活環境を
保全されている安心度の目安と
する

54.7

自然と調和した快適な生活環境の確保

自然と調和した快適で、環境負荷の少ない生活環境が保全され安心して生活している。

指標

49.3日ごろから。省エネや
省資源など環境に配慮
して生活していると考
える市民の割合

％

目標値
単位

現状値
（年度） Ｈ２９

現状値よりさらに安心度の向
上をめざす。

現状値：H18市民
満足度の現状値
把握アンケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ１８)

Ｈ２２ Ｈ２５
説明 目標設定根拠 データ取得方法

51.7 53.5

(Ｈ１８)

(Ｈ　　)

全－３



・生活排水対策として水切ネットの利用、浄化槽を設置するなど、水質浄化に努める。【個人・家庭】
・化石燃料の消費により、温室効果ガスが排出され地球温暖化が進んでいる状況を市民一人ひとりが認識し、環境に負荷を与えないよう環境に配慮したラ
イフスタイルの定着と環境家計簿を活用し、環境問題を意識し行動する。【個人・家庭・企業等】
・クリーンエネルギーの導入普及、省エネ、省資源の徹底を図り、温室効果ガスの削減に努める。【個人・家庭・企業等】

・太陽光発電システムのクリーンエネルギーの導入推進の啓発等強化を図る。
・二酸化炭素の排出量が把握でき、地球温暖化防止に寄与する効果がある環境家計簿の活用の啓発を推進する。
・生活排水対策の情報を市民に発信し、イベント開催の折にも積極的に啓発を図る。公共下水道の整備後は速やかな接続、合併処理浄化槽設置者への補助
を継続し、水質汚濁の防止に努める。
・環境審議会において、環境教育の充実など環境施策について協議する。

・市民、事業者は、環境保全の意識を持ち、被害者、加害者の立場になって環境問題を意識して行動する。【個人・家庭・企業等】
・土地所有者は、雑草の繁茂が害虫、枯草火災の要因にもなるので雑草を除去し、適正な管理に努める。【個人・家庭】
・事業者は排水浄化施設の整備を図り、定期的な水質調査を実施し、水質汚濁の防止に努める。【企業等】
・市民は、河川、水路、側溝の清掃活動に積極的に参加する。【個人・家庭・自治会】

・市民、事業者に対し、環境保全についての意識向上を図るため、積極的な啓発、パトロールを実施し、環境保全の推進に努める。また、市民、事業者、
市が協働して環境保全施策を推進する。
・定期的なパトロールを実施し、迅速な対応と対策を推進する。
・近隣市町との連絡を密にし、的確な公害行政に努める。
・県等関係機関との連携を図り、監視・指導に努める。

目標設定根拠 データ取得方法
Ｈ２９

現状値：H19市民
の活動状況把握
アンケート
その後：市全体
の活動状況把握
調査

市民が環境保全活動の意識の高
まりの割合の目安とする。

説明
Ｈ２５

木曽川
4項目
日光川
3項目

296

データ取得方法

公害苦情が減っているかどうか
を測定する。

説明 目標設定根拠

263

市役所
の役割

２－１ 公害苦情件数 件

２－３

項目

市　民
の役割

(Ｈ１７)

市　民
の役割

指標
コード

指標 単位 目標値現状値
（年度） Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

市役所
の役割

個別目標①

１－２
市民一人当たりの二酸
化炭素排出量（炭素換
算）

浄化槽設置数

指標
コード

指標

１－１
環境保全活動を行って
いる市民の数

２－２
河川水質調査結果の基
準をクリアしている項
目数

環境保全の意識の高まり、環境負荷の少ない生活・活動を営んでいる。

単位
Ｈ２２

現状値
（年度）

目標値

人

不明

(Ｈ　　 )

t.c／
人.年

1.57

環境基本計画の目標値
環境課にて各資
料で算出

(Ｈ 16 )

1.32 1.32 1.32

3,758

市民一人当たりの二酸化炭素排
出量により、温暖化の状況を目
安とする。

県の浄化槽台帳に基づき、今
後の補助基数等を考慮し、積
算した。

市民が環境保全活動の意識の
高まりをさらに高める。

愛知県保有デー
タ
市の補助基数
データ(Ｈ１７ )

個別目標② 公害苦情等が少なく、生活環境が保全され快適な生活が送れている。

5,600 6,700 8,100
下水道認可区域外の生活雑排水
による水質汚濁の防止を浄化槽
で浄化を図る。

１－３ 基

愛知県データ保
有

大気汚染結果の原因となる野焼
きの禁止の啓発を図り、大気を
測定し、環境基準達成している
かを測定するもの。

環境課でデータ
保有

244 218
公害苦情件数を削減すること
を目標とする。

市内河川の水質が環境目標を達
成しているかを測定するもの。

人の健康保護に関する項目及
び生活環境の保全に関する項
目

業者委託による
分析結果

(Ｈ１７)

全項目
（4項
目）

全項目
（4項
目）

全項目
（4項
目）

二酸化窒素
0.019

一酸化窒素
0.008

大気汚染調査結果 PPM

(Ｈ１７)

二酸化窒素の環境基準１時間値
の１日平均値0.04PPMから
0.06PPMまでかそれ以下、一酸化
炭素の環境基準１時間値の１日
平均値10PPM以下で、かつ、１
時間値の8時間平均値が20PPM以
下の環境基準達成することが目
的



柱 ６

◆成果目標と役割分担

(Ｈ　　)

全－３

(Ｈ　　)

現状値取得後に設定し、H29
には７割の人が実現している
と感じることを目標とする。

現状値：H18市民
満足度の現状値
把握アンケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ１８)

66.0

全－２

68.0 70.0
市民の安心度を総合的に測定す
るもの。

全－１
ごみ減量を取り入れた
生活環境を実現してい
ると感じる市民の割合

％

64.0

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

柱名 ごみ減量と適切な処理の推進

全体目標 ごみ減量を取り入れた生活環境が実現し、市民が安心して暮らしている。



・市民・事業者などと一体となり環境美化意識を高め、地域での環境美化に取り組む。【個人・家庭・自治会等・企業等】
・市民、事業者は、ごみ、し尿等の適正な排出に心掛け市の処理事業に協力する。【個人・家庭・企業等】

・ごみの不法投棄防止対策として、パトロール、啓発活動を行う。
・ごみ、し尿、火葬の処理施設での適正な処理、運営を行う。

市役所
の役割

市　民
の役割

２－３

市民の生活環境の保全度を測定
するもの

現状値取得後に設定し、上向
きをめざす。

現状値：H19市民
満足度の現状値
把握アンケート
その後：市全体
の市民満足度調
査

(Ｈ17)

地域の生活環境美化の推進に
は、不法投棄の防止が不可欠
であるため、家電4品目・パ
ソコンの不法投棄のＨ２９に
半減を目標とする。

環境課でデー
ター保有

(Ｈ17)

２－２

市民生活から出るご
み・し尿を速やかに収
集、処理することで、
市民が衛生的で健やか
に暮らしていると考え
る市民の割合

％

不明

73.0 62.0 47.0
家電4品目・パソコンの不法投
棄台数を把握するもの

２－１
特定家庭用機器等（家
電４品目・パソコン）
の不法投棄台数

台

93.0

データ取得方法
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９

個別目標② ごみ、し尿、火葬が適正に処理され、市民の生活環境が保全されている。

指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

目標値
説明 目標設定根拠

市　民
の役割

市役所
の役割

・市民は、ごみ減量「５７運動」に協力して、ボランティア指導員養成講座に参加し、分別リサイクルの生活習慣を身につけながらごみ減量を図る。【個
人・家庭】
・事業者は、ごみ減量「５７運動」に協力して、ごみになりにくい商品を提供し、簡易包装・ノー包装、ごみの分別リサイクルを推進するとともに、ごみ
を出さない事業活動に取り組む。【企業等】

・自らが率先して庁内のごみ減量についての意識改革を図り、ごみ減量「５７運動」に取り組む。
・ごみ減量について市民への意識啓発、ボランティア分別指導員の養成講座を実施する。
・生ごみ処理機器購入者への補助、資源ごみ回収団体への助成事業等を推進する。
・市民・事業者との協働によりごみ減量「５７運動」を推進する。

各地区のステーションで適正に
分別指導できる方を公募して養
成するもの

分別リサイクルの推進には、
ごみを適正に分別指導できる
方を増やす必要があり、養成
講座によるボランティア分別
指導員の育成を目標とする。

環境課でデー
ター保有

(Ｈ17)

環境美化センターが老朽化し
ているため、分別リサイクル
の推進による可燃ごみ量の減
量により施設の負担軽減と延
命を目標とする。

環境課でデー
ター保有

(Ｈ17)

１－４
ボランティア分別指導
員の数

人

96

246 336 456

35.0 36.0 36.0
分別リサイクルが向上している
かどうかを直接測定するもの

１－３ リサイクル率 ％

34.7

事業系可燃ごみ量が減っている
かどうかを直接測定するもの

環境美化センターが老朽化して
いるため、可燃ごみ量の減量に
より施設の負担軽減と延命を図
るため、ごみ処理基本計画で定
めている、平成14年度可燃ごみ
排出量の7.8ｔを10年後（平成24
年度）には5％削減し7.4ｔを目
標とする。

環境課でデー
ター保有。

(Ｈ17)

環境美化センターが老朽化して
いるため、可燃ごみ量の減量に
より施設の負担軽減と延命を図
るため、ごみ処理基本計画で定
めている、平成14年度可燃ごみ
排出量の402ｇを10年後（平成
24年度）には2％削減し394ｇを
目標とする。

環境課でデー
ター保有。

(Ｈ17)

１－２
１事業所１年当たりの
事業系可燃ごみ量

t

9.0

7.5 7.4 7.4

396 394 394
家庭系可燃ごみ量が減っている
かどうかを直接測定するもの

１－１
市民１人１日当たりの
家庭系可燃ごみ量

ｇ

418

目標値
説明 目標設定根拠 データ取得方法

Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２９
指標
コード

指標 単位
現状値
（年度）

個別目標① 再利用が進み、市民が出す可燃ごみ量が減っている。


